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研究要旨： 

本研究では、安全衛生活動の費用対効果を可視化することで、事業者が自ら活動を評価

し、効率的・効果的な活動を促進するとともに、その結果を外部に公表することで企業

価値が高まることがインセンティブとなり、より一層、自主的活動が推進されることを

目指している。費用面は、安全衛生コスト集計表、衛生・健康管理コスト集計表、健康

管理コスト集計表を完成させた。（ツールは、http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/health-acco

unting.htmlよりダウンロード可能である。）安全衛生活動の効果指標について、企業が

主に享受する効果は、帰属意識の向上、疾病休業の低減、労働生産性の向上、企業イメ

ージの向上、労働者が主に享受する効果は、健康の改善、私生活の充実、満足度の向上

であり、これらの効果指標はすべて、企業が主に享受する効果指標に結びついていた。

１事業所で労働生産性の低下による損失額を算出したところ、医療費に比べて多額であ

るとの結果であった。症状別では、腰痛、アレルギーによる労働生産性の低下が大きか

った。CSRに関して、東証一部上場企業が公開している報告書を9年間にわたって分析し、

その結果をまとめた。CSR関連報告書のなかで、労働安全衛生に関する報告を行う際に参

考となる資料集を作成した。 



Ａ．研究目的 

本研究では、安全衛生活動の費用対効果

を可視化することで、事業者が自ら活動を

評価し、効率的・効果的な活動を促進する

とともに、その結果を外部に公表すること

で企業価値が高まることがインセンティブ

となり、より一層、自主的活動が推進され

ることを目指す。そのため、安全衛生活動

の費用対効果を算出するための手法を確立

すること、また、労働安全衛生活動をCSR

関連報告書で公表する際に参考となる資料

を作成することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）安全衛生活動の費用 

・研究代表者は、平成20年度に3事業所の専

属産業医にインタビュー調査を実施し、そ

の結果をもとに労働安全衛生活動にかかる

費用を算出するためのツール（安全衛生コ

スト集計表）を開発した。 

・安全衛生コスト集計表をもとに、衛生・

健康管理コスト集計表、健康管理コスト集

計を作成し、実際に事業所において費用算

出を行った。 

・災害コストは、1社（E事業場、製造業）

で実際に発生した災害について、安全衛生

担当者とともに事後的に災害コストの算出

を行った。 

 

（２）安全衛生活動の効果 

・職域で実施された経済評価研究をレビュ

ーし、用いられている効果指標の整理を行

った。 

・106 の関係団体、事業者団体に対して、

安全衛生活動の評価指標に関する質問紙調

査を実施した。 

・某企業（製造業）の 1 事業所で無記名自

記式質問紙調査を実施した。Stanford 

Presenteeism Scaleを用いて、労働生産性

の低下を調査した。また、レセプトデータ

から医療費を分析し、労働生産性の低下に

よる損失額と比較した。 

 

（３）企業の社会的責任活動（ＣＳＲ）関

連報告書における安全衛生の位置づけ調査 

・2004年度から2012年度まで、各年の東洋

経済新報社会社四季報秋号に基づき、東証

一部上場企業がホームページ上に公開して

いるCSR関連報告書により、労働安全衛生

活動に関する記載内容を調査した。 

（倫理面への配慮） 

必要に応じて、研究目的、計画、倫理的配

慮について文書を交付して説明を行い、研

究協力の同意を口頭で得た。本研究は、産

業医科大学倫理委員会の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）安全衛生活動の費用 

・安全衛生コスト集計表、衛生・健康管理

コスト集計表、健康管理コスト集計表を完

成させた。 

・ツールは、http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/

health-accounting.htmlよりダウンロード

可能である。 

・実際に集計表を使用し、結果を分析した

「事例集」を作成した。（別冊） 

 

（２）安全衛生活動の効果 

・企業が主に享受する効果は、帰属意識の

向上、疾病休業の低減、労働生産性の向上、

企業イメージの向上であった 

・労働者が主に享受する効果は、健康の改



善、私生活の充実、満足度の向上であり、

これらの効果指標はすべて、企業が主に享

受する効果指標に結びついていた 

・主に社会が享受する効果は、医療費の減

少であった。 

・１事業所での調査では、医療費は1人あた

り平均85,264円、一方、労働生産性の低下

による損失額は1,475,959円であった。 

 

（３）企業の社会的責任活動（ＣＳＲ）関

連報告書における安全衛生の位置づけ調査 

 

ＣＳＲ関連報告書における労働安全衛生の

報告のための資料集を作成した。（巻末に掲

載） 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、安全衛生活動にかかる費用

と効果を可視化すること、また、CSR関連報

告書のなかで労働安全衛生に関する報告を

行う際に参考となる資料を作成することを

目的とした。 

 安全衛生活動は、衛生・健康管理活動と

一体として実施されることが多いため、活

動毎に費用を計算できる集計表を作成した。

実際に事業場で活用したところ、特に産業

保健サービスを受けるためにかかる時間分

の人件費（機会費用）が多いことがわかっ

た。健康管理において、単にサービスを専

門職が実施するだけでは健康になるわけで

はなく、広く労働者にサービスが行き届い

て初めて健康へと結びつく。その意味でも、

機会費用も含めて分析を行うことは、安全

衛生・健康管理活動の実態を把握するうえ

で重要であると考えられる。 

 安全衛生活動の効果について、文献レビ

ュー等で整理を行った。特に労働生産性の

向上に結びつくと考えている研究が多く、

プレゼンティーイズムという概念で定量化

を試みているものが多かった。本研究では、

１事業所で労働生産性の低下による損失額

を計算し、医療費と比較した。その結果、

医療費に比べて、労働生産性の低下による

損失額の方が大きく、重要な課題であるこ

とが示唆された。 

 CSRに関して、東証一部上場企業が公開し

ている報告書を9年間にわたって分析し、そ

の結果をまとめた。CSR関連報告書のなかで、

労働安全衛生に関する報告を行う際に参考

となる資料集を作成した。 
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